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  【Reference Review 53-5 号の研究動向・全分野から】 
      
経済学研究科教授 小西 砂千夫   
          
 第一次小泉内閣における財務大臣であった
塩川正十郎氏は、『Nikkei Business』2007 年
11 月 5 日号のインタビューのなかで、消費税
上げの議論に待ったをかけるべきであり、実態
を精査してどんぶり勘定の政策は止めるべき
と強調し、あわせて自民党に政治的覇権がない
と厳しい声を寄せている。 
 同様に、『エコノミスト』(2007 年 11 月 27
日号)の原田泰氏（大和総研チーフエコノミス
ト）による「「消費税 17％」の内閣府資産に異
議あり」は、試算の前提に疑問を呈すると同時
に、社会保障制度の効率化を図ることで、増税
なき財政再建の達成、ないしは増税幅を抑制す
ることが可能であるとの見方を示している。 
 北川正康早稲田大学教授のインタビュー記
事「地方分権も税制も「小さなゆらぎ」から「大
きな変化」を起こしていくべきだ」（『税理』
2007 年 12 月号）は、運動論としての地方分
権を示している。北川教授の特徴として「役人
の能力は相当高い。組織としては日本の中でも
最高のレベルにある。だから、経営能力という
よりは、「立ち位置を変えろ」と主張している。
質的効果で見ろということだ」とするなど、安
易に役人批判をしないところが注目される。 
 熊本学園大学経済学部リーガルエコノミク
ス学科開設記念論文集に掲載されている八田
達夫国際基督教大学教授による講演録「市場原
理と法規制」は、市場と国家の役割分担に関す
る境界線のあり方を開設したものである。そこ
では市場の失敗論をもとに具体的に論が展開
されており、たいへんわかりやすい。 
 『税』2007 年 11 月号の占部裕典「地方税に
おける税業務の共同化に向けての課題」は、地
方税徴収の滞納整理に関連して地方税業務の
一元化や団体間の共同処理などの動きがある
ことを照会している。収納の共同化に関して
「収納機関にかかる業務の効率化」などの技術
的課題が照会されている点は興味深い。 
 なお『週刊東洋経済』(2007 年 12 が留 15
日号)の特集「驚くほど使える最新学説 「経
済学」ってこんなにおもしろい！」は、「合理
性や効率性の分析だけではなく、人間の真理や
直観、慣習へと踏み込んだ究明」へ経済学は転
換しつつあり、その結果、いくつかの発見があ
ることを事例豊かに紹介している。「なぜ寿司
屋には特上、上、並があるのか」「PS３はなぜ
Wｉｉに先行されたか」「「利他主義」は得をす
る」などについて述べたのち、締めくくりに「経
済学は「主観的科学」という原点に帰れ」と述
べているところはたいへん魅力的である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
